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議案第８号 

 

 

令和４年度登米市水道事業会計補正予算（第７号） 

  

 

 （総則） 

第１条 令和４年度登米市水道事業会計の補正予算（第７号）は、次に定める

ところによる。 

 

（業務の予定量） 

第２条 令和４年度登米市水道事業会計予算（以下「予算」という。）第２条

に定めた業務の予定量を次のとおり補正する。 

（ 科 目 ） （既決予定量） （補正予定量） （計） 

（２）年間総配水量 9,024,550㎥ 185,538㎥ 9,210,088㎥ 

（３）年間総有収水量 7,739,900㎥ △150,802㎥ 7,589,098㎥ 

（４）主な建設改良事業    

ア 浄水施設整備事業 64,020千円 △8,657千円 55,363千円 

イ 配給水施設整備事業 1,099,752千円 △103,971千円 995,781千円 

 

（収益的収入及び支出） 

第３条 予算第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正す

る。なお、災害復旧費の財源に充てるため、企業債 9,800 千円を借り入れる。 

収       入 

（科  目） (既決予定額) (補正予定額) ( 計 ) 

第８款 水道事業収益 2,639,181 千円 △46,470 千円 2,592,711 千円 

第１項 営業収益 2,296,290 千円 △30,800 千円 2,265,490 千円 

第２項 営業外収益 342,702 千円 △16,194 千円 326,508 千円 

第３項 特別利益 189 千円 524 千円 713 千円 

支       出 

（科  目） (既決予定額) (補正予定額) ( 計 ) 

第９款 水道事業費用 2,772,751 千円 △106,831 千円 2,665,920 千円 

第１項 営業費用 2,546,903 千円 △124,645 千円 2,422,258 千円 

第２項 営業外費用 179,417 千円 15,812 千円 195,229 千円 

第３項 特別損失 10,371 千円 2,002 千円 12,373 千円 

 

 （資本的収入及び支出） 

第４条 予算第４条本文括弧書中「不足する額 1,136,052 千円は、過年度分損

益勘定留保資金 1,052,420 千円、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支

調整額 83,632 千円」を「不足する額 1,067,397 千円は、過年度分損益勘定留

保資金 998,147 千円、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額

69,250 千円」に改め、資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。 
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収        入 

（科  目） (既決予定額) (補正予定額) ( 計 ) 

第 10 款 資本的収入 903,833 千円 △52,292 千円 851,541 千円 

第１項 企業債 509,000 千円 △65,900 千円 443,100 千円 

第２項 負担金及び補償金 31,235 千円 13,608 千円 44,843 千円 

 支       出 

（科  目） (既決予定額) (補正予定額) ( 計 ) 

第 11 款 資本的支出 2,039,885 千円 △120,947 千円 1,918,938 千円 

第１項 建設改良費 1,205,929 千円 △118,848 千円 1,087,081 千円 

第２項 企業債償還金 833,956 千円 △2,440 千円 831,516 千円 

第４項 補助金等返還金 0 千円 341 千円 341 千円 

 

（債務負担行為） 

第５条 予算第５条に定めた債務負担行為をすることができる事項、期間及び

限度額について、次のとおり追加する。    

 

 （企業債） 

第６条 予算第６条に定めた企業債を次のとおり補正し、起債の目的、限度額、

起債の方法、利率及び償還の方法は、次のように改める。 

起債の目的 

補  正  前 補  正  後 

限度額 
起債の

方 法 
利 率 

償還の 

方 法 
限度額 

起債の 

方 法 
利 率 

償還の 

方 法 

ア 浄水施設

整備事業 

千円 

38,100 

 

証 書 

借 入 

５%以内 

(ただし、

利率見直し

方式で借り

入れる政府

資金及び地

方公共団体

金融機構資

金について

は、利率の

見直しを行

った後にお

いては、当

該見直し後

の利率) 

借入先の

融資条件

による。 

ただし、

企業財政

その他の

都合によ

り繰上償

還又は低

利に借り

換えるこ

とができ

る。 

千円 

32,900 

 

補正前

に同じ 

 

補正前

に同じ 

 

補正前

に同じ 

イ 配水管整

備事業 
268,800 205,700 

エ 水道施設

災害復旧事業  
16,800 29,000 

合 計 514,700    458,600  
  

  

事  項 期  間 限 度 額 

新年度当初から給付を要する当該年

度に限る業務の委託等に関する契約 

令和４年度から

令和５年度まで 

令和５年度当初予算に

計上する当該契約に係

る予算の範囲内 

緊急用資材管理業務 
令和４年度から 

令和７年度まで 
1,188 千円
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（他会計からの補助金） 

第７条 予算第９条中に定めた水道事業に助成するため、一般会計からこの会計

へ補助を受ける金額「8,010千円」を「8,190千円」に改める。 

 

 

令和５年２月２日提出 

 

                  登米市長  熊 谷 盛 廣 
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（１）収益的収入及び支出

収　　入
（単位：千円）

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計

８ 2,639,181 △ 46,470 2,592,711

1 営 業 収 益 2,296,290 △ 30,800 2,265,490

1 給 水 収 益 2,263,800 △ 30,800 2,233,000

9 そ の 他 営 業 収 益 32,490 0 32,490

2 営業外収益 342,702 △ 16,194 326,508

1 受取利息及び配当金 431 0 431

2
負 担 金 補 助 金
及 び 補 償 金

10,273 122 10,395

4 事 務 手 数 料 57,198 0 57,198

5 長 期 前 受 金 戻 入 267,316 △ 17,461 249,855

6 退職給付引当金戻入益 7,473 0 7,473

9 雑 収 益 11 1,145 1,156

3 特 別 利 益 189 524 713

3 過 年 度 損 益 修 正 益 0 482 482

9 そ の 他 特 別 利 益 189 42 231

1． 令和４年度登米市水道事業会計補正予算（第７号）実施計画

 
水
 
 
道
 
 
事
 
 
業
 
 
収
 
 
益
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支　　出
（単位：千円）

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計

９ 2,772,751 △ 106,831 2,665,920

1 営 業 費 用 2,546,903 △ 124,645 2,422,258

1 原 水 及 び 浄 水 費 517,144 △ 6,809 510,335

2 配 水 費 375,611 △ 36,056 339,555

3 給 水 費 118,296 △ 10,719 107,577

5 業 務 費 199,921 △ 81 199,840

6 総 係 費 75,023 △ 1,113 73,910

8 減 価 償 却 費 1,167,906 △ 12,864 1,155,042

9 資 産 減 耗 費 93,002 △ 57,003 35,999

2 営業外費用 179,417 15,812 195,229

1
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

148,341 △ 2,003 146,338

2 納 付 消 費 税 31,076 17,815 48,891

3 特 別 損 失 10,371 2,002 12,373

4 臨 時 損 失 10,041 0 10,041

5 過 年 度 損 益 修 正 損 330 2,002 2,332

4 予 備 費 36,060 0 36,060

1 予 備 費 36,060 0 36,060

 
水
 
 
道
 
 
事
 
 
業
 
 
費
 
 
用
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（２）資本的収入及び支出

収　　入
（単位：千円）

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計

10 903,833 △ 52,292 851,541

 資 1 企 業 債 509,000 △ 65,900 443,100

本 1
建設改良費等の財源に
充てるための企業債

509,000 △ 65,900 443,100

的 2
負担金及び
補 償 金

31,235 13,608 44,843

収 1 工 事 負 担 金 8,151 △ 2,946 5,205

入 3 補 償 金 23,084 16,554 39,638

3 補 助 金 183,333 0 183,333

1 国 庫 補 助 金 183,333 0 183,333

4 出 資 金 172,143 0 172,143

1 他 会 計 出 資 金 172,143 0 172,143

5 加 入 金 8,122 0 8,122

1 加 入 金 8,122 0 8,122

 
支　　出

（単位：千円）

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計

11 2,039,885 △ 120,947 1,918,938

1 建設改良費 1,205,929 △ 118,848 1,087,081

1 取 水 施 設 整 備 費 0 3,831 3,831

3 浄 水 施 設 整 備 費 64,020 △ 8,657 55,363

5 配 給 水 施 設 整 備 費 1,099,752 △ 103,971 995,781

6 管 理 施 設 整 備 費 23,457 △ 10,051 13,406

8 災 害 復 旧 費 18,700 0 18,700

2
企 業 債
償 還 金

833,956 △ 2,440 831,516

1
建設改良費等の財源に
充てるための企業債

833,956 △ 2,440 831,516

4
補 助 金 等
返 還 金

0 341 341

3 その他補助金等返還金 0 341 341

 
資
 
 
本
 
 
的
 
 
支
 
 
出
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（単位：千円）

既決予定額 補正後の予定額 比較増減

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△は損失） △ 212,842 △ 136,918 75,924

減価償却費 1,167,906 1,157,034 △ 10,872

貸倒引当金の増減額(△は減少) 0 550 550

退職給付引当金の増減額(△は減少) △ 7,473 △ 7,473 0

賞与等引当金の増減額(△は減少) △ 617 △ 617 0

長期前受金戻入額 △ 267,316 △ 250,097 17,219

受取利息及び受取配当金 431 431 0

支払利息 148,341 148,341 0

固定資産除却損益（△は益） 92,802 35,999 △ 56,803

未収金の増減額(△は増加) 1,471 4,027 2,556

未払金の増減額(△は減少) △ 23,547 △ 27,744 △ 4,197

たな卸資産の増減額(△は増加) △ 3,654 △ 3,654 0

前払費用の増減額(△は増加) 235 235 0

前払金の増減額（△は増加） 231,128 231,128 0

前受金の増減額(△は減少) △ 100,357 △ 100,357 0

その他流動負債の増減額(△は減少) △ 412 △ 412 0

小計 1,026,096 1,050,473 △ 41,225

利息及び配当金の受取額 △ 431 △ 431 0

利息の支払額 △ 148,341 △ 148,341 0

業務活動によるキャッシュ・フロー 877,324 901,701 24,377

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 1,601,830 △ 1,490,300 111,530

無形固定資産の取得による支出 0 △ 3,483 △ 3,483

負担金による収入 15,915 13,237 △ 2,678

補償金による収入 20,985 36,035 15,050

国庫補助金による収入 166,667 166,667 0

一般会計からの繰入金による収入 128,180 128,180 0

未収金の増減額(△は増加) △ 15,903 △ 32,458 △ 16,555

未払金の増減額(△は減少) △ 9,010 △ 16,854 △ 7,844

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,294,996 △ 1,198,976 96,020

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための
企業債による収入

748,200 692,100 △ 56,100

建設改良費等の財源に充てるための
企業債の償還による支出

△ 833,956 △ 831,516 2,440

他会計からの出資による収入 134,963 134,963 0

加入金による収入 7,384 7,074 △ 310

財務活動によるキャッシュ・フロー 56,591 2,621 △ 53,970

　 資金増加額 △ 361,081 △ 294,654 66,427

 　資金期首残高 2,686,693 2,686,693 0

　 資金期末残高 2,325,612 2,392,039 66,427

２．令和４年度登米市水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書（補正第７号）

（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）
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期　間 金　額 期　間 金　額
損益勘定
留保資金

千円 千円 千円 千円

新年度当初から給付を要する当該年
度に限る業務の委託等に関する契約

令和５年度当初
予算に計上する
当該契約に係る
予算の範囲内

令和４年度から
令和５年度まで

限度額に同じ 限度額に同じ

緊急用資材管理業務 1,188
令和４年度から
令和７年度まで

1,188 1,188

３．債務負担行為に関する調書

事　　　項 限度額

前年度末までの
支 払 義 務 発 生
（ 見 込 ） 額

当 該 年 度 以 降 の
支 払 義 務 発 生
予 定 額

左の財源内訳
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(単位：千円）
１  営業収益

（１）  給水収益 2,030,000
（２）  その他営業収益 32,490 2,062,490

２  営業費用
（１）  原水及び浄水費 465,568
（２）  配水費 314,767
（３）  給水費 99,572
（４）  業務費 182,474
（５）  総係費 71,589
（６）  減価償却費 1,155,042
（７）  資産減耗費 35,999 2,325,011

営業利益 △ 262,521

３  営業外収益
（１）  受取利息及び配当金 431
（２）  負担金補助金及び補償金 10,345
（３）  事務手数料 51,999
（４）  長期前受金戻入 249,855
（５）  退職給付引当金戻入益 7,473
（６）  雑収益 1,156 321,259

４  営業外費用
（１）  支払利息及び企業債取扱諸費 146,338
（２）  雑支出 22,519 168,857 152,402

経常利益 △ 110,119

５  特別利益
（１）  過年度損益修正益 461
（２）  その他特別利益 231 692

６  特別損失
（１）  臨時損失 25,189
（２）  過年度損益修正損 2,302 27,491 △ 26,799

７  当年度純利益（△損失） △ 136,918

８  前年度繰越利益剰余金（△欠損金） 291,957

９  当年度未処分利益剰余金（△欠損金） 155,039

４．令和４年度登米市水道事業予定損益計算書
（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）
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             資　　産　　の　　部 （単位：千円）

１　固　定　資　産

(1) 有形固定資産

ア  土　　　地 238,435

イ  建　　　物 1,968,447

  減価償却累計額 △ 843,654 1,124,793

ウ  構　築  物 40,917,397

  減価償却累計額 △ 19,389,209 21,528,188

エ  機械及び装置 6,062,435

  減価償却累計額 △ 3,382,184 2,680,251

オ  車 両 運 搬 具 23,808

  減価償却累計額 △ 22,170 1,638

カ  工具器具及び備品 82,905

  減価償却累計額 △ 67,624 15,281

キ  建設仮勘定 169,214

 有形固定資産合計 25,757,800

(2) 無形固定資産

ア  水  利  権 5,748

イ  電話加入権 2,717

 無形固定資産合計 8,465

(3) 投資その他の資産

ア  長期貸付金 300,000

 投資その他の資産合計 300,000

 固 定 資 産 合 計 26,066,265

２  流  動  資  産

(1)  現 金 預 金 2,392,039

(2)  未 収 金 230,131

 貸倒引当金 △ 5,185 224,946

(3)  貯 蔵 品 31,906

流 動 資 産 合 計 2,648,891

資  産  合  計 28,715,156

５.令和４年度登米市水道事業予定貸借対照表
（令和５年３月３１日）
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           負  債  の  部 （単位：千円）

３  固  定  負  債

(1) 企　業　債  

ア  建設改良費等の財源に
 充てるための企業債

イ  その他の企業債 15,500

 企業債合計 9,992,098

(2) 引  当  金  

ア  退職給付引当金 231,198

 引当金合計 231,198

 固 定 負 債 合 計 10,223,296

４  流  動  負  債

(1) 企　業　債  

ア  建設改良費等の財源に
 充てるための企業債

 企業債合計 822,816

(2) 未　払　金 207,498

(3) 引  当  金  

ア  賞与等引当金 12,087

 引当金合計 12,087

流 動 負 債 合 計 1,042,401

５  繰　延　収　益

 長期前受金 10,710,669

 収益化累計額 △ 4,777,203

 繰延収益合計 5,933,466

負   債   合   計 17,199,163

資  本  の  部

６  資   本   金

(1) 固有資本金 60,092

(2) 繰入資本金（出資金） 4,826,390

(3) 組入資本金 6,451,479

資  本  金  合  計 11,337,961

７  剰   余   金

(1) 資本剰余金

ア  受贈財産評価額 13,706

イ  国庫補助金 9,287

資 本 剰 余 金 合 計 22,993

(2) 利益剰余金

ア  当年度未処分利益剰余金 155,039

利 益 剰 余 金 合 計 155,039

剰   余   金   合   計 178,032

資    本     合     計 11,515,993

負  債  資  本  合  計 28,715,156

9,976,598

822,816
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６．注記事項 

 

Ⅰ 重要な会計方針 

   平成26年度より改正後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。 

 

１ 資産の評価基準及び評価方法              

     貯蔵品   先入先出法による原価法 

 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

     ・減価償却の方法    定額法 

     ・主な耐用年数 

       建物           7年 ～ 50年 

       構築物          10年 ～ 60年 

       機械及び装置       6年 ～ 20年 

       車両           4年 ～  6年 

       工具器具及び備品     2年 ～ 15年 

 

(2) 無形固定資産  

     ・減価償却の方法   定額法 

       水利権          20年 

       電気通信施設利用権    20年 

 

３ 引当金の計上基準 

(1) 退職給付引当金 

当年度末における職員に対する退職手当の要支給額（248,484 千円）から、宮城県

市町村職員退職手当組合における積立金相当額（17,286 千円）を控除した額を計上し

ている。 

  (2) 賞与等引当金 

職員の期末手当、勤勉手当の支給及び手当の支給に伴う法定福利費の支払いに備え

るため、当事業年度末における支給見込額に基づき、翌年度の支給見込額のうち当該

事業年度の負担に属する額を計上している。 

     (3) 貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上し

ている。 

 

４ その他会計に関する書類のための基本となる重要な事項 

(1) 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

 

Ⅱ 予定貸借対照表関係 

  １ 企業債の償還に係る他会計の負担 

(1) 貸借対照表に計上されている企業債（１年以内に償還予定のものも含む）のうち、一

般会計が負担すると見込まれる額は、218,279千円である。 
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 ２ みなし償却制度の廃止に伴う経過措置 

    (1) 平成２６年３月３１日における償却資産の取得又は改良に充てるための補助金等で現

に資本剰余金として整理している額については、平成２６年３月３１日以前に取得又は

改良した資産で、取得又は改良した資産と補助金等との対応関係を個別に把握できる資

産を除いたすべての資産（ただし、補助金等を充てずに取得又は改良したことが明らか

な資産は除く）を対象とした按分等の方法を用いて合理的に整理している。 

 

 

Ⅲ リース契約により使用する固定資産 

１ リース取引の処理方法 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理としている。 

  

    未経過リース料相当額は、下記の通り。 

    (1) 所有権移転外ファイナンス・リース取引 
 

１年内 3,352千円 

１年超 14,900千円 

合計 18,252千円 

 

 

Ⅳ その他の注記 

１ 賞与等引当金の取崩し 

令和４年度において、職員の期末手当、勤勉手当の支給及び手当の支給に伴う法定福利

費として12,704千円を使用する見込みである。 
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７．収 益 的 収 入

収　　入

8 水 道 事 業 2,639,181 △ 46,470 2,592,711
収 益

1 営 業 収 益 2,296,290 △ 30,800 2,265,490

1 給 水 収 益 2,263,800 △ 30,800 2,233,000

2 営 業 外 収 益 342,702 △ 16,194 326,508

2 負担金補助金 10,273 122 10,395
及 び 補 償 金

5 長 期 前 受 金 267,316 △ 17,461 249,855
戻 入

9 雑 収 益 11 1,145 1,156

3 特 別 利 益 189 524 713

3 過 年 度 損 益 0 482 482
修 正 益

9 そ の 他 189 42 231
特 別 利 益

款 項 目

千円 千円 千円

既決予定額 補正予定額 計
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及 び 支 出 見 積 書

1 水 道 料 金 △ 30,800 水道料金 △ 30,800
　調定件数　364,800件
　調定水量　7,536,000㎥

1 負 担 金 △ 240 児童手当に要する経費 △ 240

2 補 助 金 180 小規模水道補助金(合ノ木・大綱木) 180

3 補 償 金 182 配水施設破損補償 182

2 受 贈 財 産 △ 4,113 受贈財産評価額戻入 △ 4,113
評 価 額

4 工 事 負 担 金 1,640 工事負担金戻入 1,640

5 工 事 補 償 金 △ 5,040 工事補償金戻入 △ 5,040

7 加 入 金 106 加入金戻入 106

9 そ の 他 長 期 △ 10,054 国庫補助金戻入 △ 8,556
前 受 金 戻 入 県補助金戻入 △ 256

他会計負担金戻入 △ 1,242
9 雑 収 益 1,145 日本水道協会水道機器設備損害保険金 1,057

行政文書開示請求コピー代 12
北上川水質汚濁防止協議会植樹事業助成金等 76

1 過 年 度 損 益 482 過年度分水道料金増額分 240
修 正 益 過年度分長期前受金戻入更正 242

1 そ の 他 42 地方公務員災害補償基金負担金返還金 20
特 別 利 益 花山ダム管理・堰堤改良事業負担金返還金 22

千円千円

区　　分
説　　明

節
金　額
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 支　　出

9 水 道 事 業 2,772,751 △ 106,801 2,665,950
費 用

1 営 業 費 用 2,546,903 △ 124,645 2,422,258

1 原 水 及 び 517,144 △ 6,809 510,335
浄 水 費  

2 配 水 費 375,611 △ 36,056 339,555

3 給 水 費 118,296 △ 10,719 107,577

5 業 務 費 199,921 △ 81 199,840

6 総 係 費 75,023 △ 1,113 73,910

8 減 価 償 却 費 1,167,906 △ 12,864 1,155,042

9 資 産 減 耗 費 93,002 △ 57,003 35,999

2 営 業 外 費 用 179,417 15,842 195,259

1 支払利息及び 148,341 △ 2,003 146,338
企業債取扱諸費

2 納 付 消 費 税 31,076 17,845 48,921

3 特 別 損 失 10,371 2,002 12,373

5 過 年 度 損 益 330 2,002 2,332
修 正 損

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計

千円 千円 千円
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17 委 託 料 △ 509 炭酸ガス装置定期点検業務 △ 210

大萱沢浄水場予備水源清掃業務 △ 220

複合型コピー機保守点検業務 △ 79
20 修 繕 費 △ 14,948 浄水施設修繕 △ 14,948

24 動 力 費 8,600 浄水施設電力料 8,600

32 負 担 金 48 花山ダム管理負担金 48

17 委 託 料 △ 317 複合型コピー機保守点検業務 △ 317

20 修 繕 費 △ 11,699 配給水施設修繕 △ 11,699

23 路 面 復 旧 費 △ 24,470 舗装復旧費 △ 24,470

24 動 力 費 430 配水施設電力料 430

17 委 託 料 △ 79 複合型コピー機保守点検業務 △ 79

20 修 繕 費 △ 10,640 給水管漏水修理・保全 △ 10,640

6 旅 費 △ 41 普通旅費 △ 41

17 委 託 料 △ 40 複合型コピー機保守点検業務 △ 40

16 広 告 費 △ 242 水道週間行事費用 △ 242

17 委 託 料 △ 588 ホームページ保守業務 △ 313
複合型コピー機保守点検業務 △ 275

19 賃 借 料 △ 94 水道事業公営企業会計システムリース △ 94

28 研 修 費 △ 539 旅費 △ 539

31 会 費 負 担 金 △ 200 研修受講負担金 △ 200

41 貸 倒 引 当 金 550 貸倒引当金繰入額 550
繰 入 額

51 有 形 固 定 資 産 △ 12,864 構築物減価償却費 △ 11,928
減 価 償 却 費 機械及び装置減価償却費 △ 936

61 固 定 資 産 △ 56,803 構築物除却費 △ 60,321
除 却 費 機械及び装置除却費 3,518

63 た な 卸 資 産 △ 200 消耗物品等 △ 200
減 耗 費

1 企 業 債 利 息 △ 2,003 建設事業債利息 △ 2,003

1 納 付 消 費 税 17,845 納付消費税 17,845

9 その他過年度損益 2,002 過年度分給水工事手数料返還金 10
修 正 損 過年度分機械及び装置減価償却費更正 1,992

節
金　額

説　　明
区　　分

千円 千円
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８．資 本 的 収 入

収　　入

10 資本的収入 903,833 △ 52,292 851,541

1 企 業 債 509,000 △ 65,900 443,100

1 建設改良費等の 509,000 △ 65,900 443,100
財 源 に 充 て る
た め の 企 業 債

2 負 担 金 31,235 13,608 44,843
及 び 補 償 金

1 工 事 負 担 金 8,151 △ 2,946 5,205

3 補 償 金 23,084 16,554 39,638

項 目 既決予定額款 計補正予定額

千円 千円千円
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及 び 支 出 見 積 書

1 建 設 事 業 債 △ 65,900 浄水施設整備事業 △ 5,200
配水管整備事業 △ 63,100
水道施設災害復旧事業 2,400

1 工 事 負 担 金 △ 2,946 配水管布設に伴う負担金 △ 2,946

1 補 償 金 16,554 配水管移設補償金 16,554
　

節
説　　明

区　　分
千円千円

金　額
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 支　　出

11 資本的支出 2,039,885 △ 120,947 1,918,938

1 建 設 改 良 費 1,205,929 △ 118,848 1,087,081

1 取 水 施 設 0 3,831 3,831
整 備 費

2 浄 水 施 設 64,020 △ 8,657 55,363
整 備 費

5 配 給 水 施 設 1,099,752 △ 103,971 995,781
整 備 費

6 管 理 施 設 23,457 △ 10,051 13,406
整 備 費

2 企業債償還金 833,956 △ 2,440 831,516

1 建設改良費等の 833,956 △ 2,440 831,516
財 源 に 充 て る
た め の 企 業 債

4 補 助 金 等 0 341 341
返 還 金

3 その他補助金等 0 341 341
返 還 金

既決予定額 補正予定額 計款 項 目

千円 千円 千円
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9 そ の 他 3,831 花山ダム堰堤改良工事に係る利水者負担金 3,831

2 機 械 整 備 費 △ 8,657 浄水施設機器更新 △ 8,657

1 工 事 請 負 費 △ 74,111 配水管整備事業 △ 74,111
　配水管布設事業 △ 17,359
　配水管布設替事業 △ 19,224
　配水管移設事業 △ 37,528

2 機 器 整 備 費 △ 10,686 給水メーター購入 △ 10,686

3 調 査 設 計 費 △ 18,976 配水管整備事業 △ 18,976
　配水管布設事業 △ 213
　配水管布設替事業 △ 10,749
　配水管移設事業 △ 8,014

4 事 務 費 △ 198 その他事務費 △ 198

2 機 器 整 備 費 △ 10,051 パソコン・プリンター等購入 △ 10,015
電話機購入 △ 18
無線機購入 △ 18

1 建 設 事 業 債 △ 2,440 建設事業債元金償還金 △ 2,440

1 その他補助金等 341 過年度分加入金返還金 341
返 還 金

区　　分
説　　明

節
金　額

千円千円
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Ａ Ｂ

令和４年度 令和４年度 Ｃ Ｄ

補正第７号 補正第６号 Ａ－Ｂ 伸び率

1 Ａ 営業収益 2,062,490 2,090,490 △ 28,000 -1.3%

2 １給水収益 2,030,000 2,058,000 △ 28,000 -1.4%

3 ２その他営業収益 32,490 32,490 0 0.0%

4 Ｂ 営業費用 2,325,011 2,444,627 △ 119,616 -4.9%

5 １原水及び浄水費 465,568 471,754 △ 6,186 -1.3%

6 ２配水費 314,767 347,547 △ 32,780 -9.4%

7 ３給水費 99,572 109,317 △ 9,745 -8.9%

8 ４業務費 182,474 182,549 △ 75 0.0%

9 ５総係費 71,589 72,552 △ 963 -1.3%

10 ６減価償却費 1,155,042 1,167,906 △ 12,864 -1.1%

11 ７資産減耗費 35,999 93,002 △ 57,003 -61.3%

12 Ｃ 営業利益（Ａ－Ｂ） △ 262,521 △ 354,137 91,616 25.9%

13 Ｄ 営業外収益 321,259 337,453 △ 16,194 -4.8%

14 １受取利息他 431 431 0 0.0%

15 ２負担金・補助金・補償金 10,345 10,223 122 1.2%

16 ３事務手数料 51,999 51,999 0 0.0%

17 ４長期前受金戻入 249,855 267,316 △ 17,461 -6.5%

18 ５退職給付引当金戻入益 7,473 7,473 0 0.0%

19 ６雑収益 1,156 11 1,145 10,409.1%

20 Ｅ 営業外費用 168,857 170,841 △ 1,984 -1.2%

21 １支払利息 146,338 148,341 △ 2,003 -1.4%

22 ２雑支出 22,519 22,500 19 0.1%

23 Ｆ 経常利益（△損失）（Ｃ＋Ｄ－Ｅ） △ 110,119 △ 187,525 77,406 41.3%

24 Ｇ 特別利益 692 172 520 302.3%

25 Ｈ 特別損失 27,491 25,489 2,002 7.9%

26 Ｉ 当年度純利益（△損失）（Ｆ＋Ｇ－Ｈ） △ 136,918 △ 212,842 75,924 35.7%

27 Ｊ 前年度繰越利益剰余金 291,957 291,957 0 0.0%

28 Ｋ 当年度末未処分利益剰余金（△欠損金） 155,039 79,115 75,924 96.0%

９．損　益　計　算　書　の　推　移
（単位：千円）

列 項    目

比較増減
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（単位：千円）

Ａ Ｂ
列 項      目 令和４年度 令和４年度 Ｃ Ｄ

補正第７号 補正第６号 Ａ－Ｂ 伸び率

1 固 定 資 産 26,066,265 26,106,637 △ 40,372 -0.2%

2    有形固定資産 25,757,800 25,801,655 △ 43,855 -0.2%

3       土地 238,435 238,435 0 0.0%

4       建物 1,124,793 1,124,793 0 0.0%

5       構築物（配水管等） 21,528,188 21,540,746 △ 12,558 -0.1%

6       機械・装置 2,680,251 2,702,410 △ 22,159 -0.8%

7       車両運搬具 1,638 22,963 △ 21,325 -92.9%

8       工具・器具・備品 15,281 3,094 12,187 393.9%

9       建設仮勘定 169,214 169,214 0 0.0%

10     無形固定資産 8,465 4,982 3,483 69.9%

11     投資その他の資産 300,000 300,000 0 0.0%

12 流 動 資 産 2,648,891 2,569,015 79,876 3.1%

13    現金預金 2,392,039 2,325,612 66,427 2.9%

14    未収金 230,131 216,132 13,999 6.5%

15    貸倒引当金 △ 5,185 △ 4,635 △ 550 -11.9%

16    貯蔵品 31,906 31,906 0 0.0%

17 資 産 合 計 (1+12) 28,715,156 28,675,652 39,504 0.1%

（単位：千円）

18 固 定 負 債 10,223,296 10,279,396 △ 56,100 -0.5%

19    企業債 9,992,098 10,048,198 △ 56,100 -0.6%

20    退職給付引当金 231,198 231,198 0 0.0%

21 流 動 負 債 1,042,401 1,052,003 △ 9,602 -0.9%

22    企業債(1年以内に償還期限が到来するもの) 822,816 820,376 2,440 0.3%

23    未払金 207,498 219,540 △ 12,042 -5.5%

24    賞与等引当金 12,087 12,087 0 0.0%

25 繰 延 収 益 5,933,466 5,904,184 29,282 0.5%

26    長期前受金 5,933,466 5,904,184 29,282 0.5%

27       受贈財産評価額 442,602 438,730 3,872 0.9%

28       工事負担金 100,184 104,502 △ 4,318 -4.1%

29       工事補償金 1,712,844 1,692,754 20,090 1.2%

30       国庫補助金 3,347,342 3,338,786 8,556 0.3%

31       県費補助金 25,142 24,886 256 1.0%

32       他会計負担金 137,037 135,795 1,242 0.9%

33       加入金 168,315 168,731 △ 416 -0.2%

34 負 債 合 計 (18+21+25) 17,199,163 17,235,583 △ 36,420 -0.2%

35 資  本  金 11,337,961 11,337,961 0 0.0%

36       固有資本金 60,092 60,092 0 0.0%

37       繰入資本金（出資金） 4,826,390 4,826,390 0 0.0%

38       組入資本金 6,451,479 6,451,479 0 0.0%

39 剰  余  金 178,032 102,108 75,924 74.4%

40    資本剰余金 22,993 22,993 0 0.0%

41       受贈財産評価額 13,706 13,706 0 0.0%

42       国庫補助金 9,287 9,287 0 0.0%

43    利益剰余金 155,039 79,115 75,924 96.0%

44       当年度未処分利益剰余金 155,039 79,115 75,924 96.0%

45 資 本 合 計 (35+39) 11,515,993 11,440,069 75,924 0.7%

46 負 債 ・ 資 本 合 計 28,715,156 28,675,652 39,504 0.1%

１０．貸 借 対 照 表 の 推 移
資産の部

比較増減

負債・資本の部
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